
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
    
 
   
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

茨城県県北教育事務所 
令和４年５月 10 日(火)第１号 

電話 0294-34-0774  
FAX0294-32-0006 

E-mail:hokukyo@pref.ibaraki.lg.jp 

今年度の所員紹介 
所 長        平子 剛之 
次長兼人事課長    小泉 一彦 
管理主事       菊池 栄人 
管理主事       根本 秀明 
主 査        鈴木 洋一 
主 査        内山 信弘 
主 査        鈴木 裕一 
主 査        塩田 善久 
副主査        齋藤 愛子 
副主査        雨宮 亮二 
会計年度任用職員   伊藤 直美 
会計年度任用職員   小平 吉美 
学校教育課長     田所 俊哉 
主任指導主事兼生徒指導班長   横山  勉 
主任社会教育主事   田  薫 
指導主事       中岫 由佳 
指導主事       斎藤   崇 
指導主事       小林 睦美 
指導主事       渡邊 斎行 
いじめ解消サポート相談員   坂本 善久 
いじめ解消サポート相談員   小松 昭德 
いじめ解消サポート相談員   根本  泰 
主 査        落合   武
主 査        井坂 文雄 
主 査                直江美知子 
主 査        額賀   隆 
主 査        矢板   久 
主 査        関  辰洋 
主 査        小磯   巖 
主 査        郡司 正人 
主 査        髙橋 博之 
主 査        長岡 勝典 
主 査        和田  清典 
埋蔵文化財指導員   村上 和彦 
幼稚園新規採用指導員 芳賀  道子 

各種学校訪問ではお世話になります 

 今年度も、各市教育長様のご理解ご協力により、学校管理訪問（所長・課
長及び管理主事による訪問）や生徒指導訪問、特別支援教育訪問等を実施い
たします。 
 学校ごとの特色ある取組や児童生徒が主体となる授業の様子を見させて
いただきます。 

デジタルを活用した業務・授業の改善を    県北教育事務所 所長 平子 剛之 

 新緑の季節となりました。各学校では、これまで行ってきたことにとらわれず、コロナ禍でもできること

に、工夫を凝らし精一杯取り組んでいただいております。心より感謝申し上げます。    

 さて、教育長様方からのご了承を受け、今月から各種学校訪問を行います。今年度は、例年冊子にしてご

用意いただく資料を、PDF でメール送信していただくことに変更しました。ペーパーレス化や DX化により、

印刷や事務所にお届けいただく手間を省き、少しでも業務時間の短縮になればと考えております。  

 ところで、この DX化は、目的を明確にとらえていないと意味がありません。さらに学校で、いくら改革

意欲が高まりアイディアをもっていても、ハード面が整備されていなければ進めることはできません。市

教委ともよく連携して、学校だけ、時代の流れから取り残される状況にならないように、気を付けたいもの

です。 

 特に、将来を担い、将来は DX 化の只中にいる児童生徒に対しては、デジタル機器を活用して自分の考え

をまとめたり、仲間の考えに触れて広げたりする機会を、日常的に用意していただきたいと、切に願ってい

ます。児童生徒が、考え協議し高め合う時間を、たっぷりと確保しましょう。 

 今年度の県北教育事務所経営方針及びグランドデザインは別添のとおりです。ご覧ください。 

県北教育事務所グランドデザインについて 

 北教だより「令和４年度 県北教育事務所グランドデザイン」を教育情報ネットワークに掲載しました。 

ご確認ください。 

５・６月の主な行事予定 

・5.17 管内生徒指導主事研修会①   ・5.19 学校管理訪問開始 
・5.25 専門医相談                 ・6. 8 リーダー養成研修講座 
・6.15 第１回管理職研修会         ・6.22 専門医相談 

働き方改革の推進に向けて 

「令和４年度末 超過在校等時間 45ｈ超の職員ゼロ」 

学校における働き方改革は特効薬のない総力戦であるため、国・教育委員
会・学校それぞれの立場において、取組を着実に推進し、教師が教師でなけ
ればできないことに全力投球できる環境整備が必要 
（令和４年５月９日義務教育課主催「学校業務改善研修会」文部科学省 菅谷校務改善専

門官の講話より） 

 市教委や各学校、校長会で、時間外勤務月 45時間以内、年間 360 時間以内を
意識し工夫した取組や調査が実施されています。 

今回は、常陸太田市教育委員会から「共有ドライブ」を活用した取組を別紙
にてご紹介いたします。「全国の学校における働き方改革事例集（令和４年２
月 文部科学省）」と併せてご覧ください。 


